
（単位：千円）

金　　額 金　　額

45,769 14,415

現 金 及 び 預 金 24,003 未 払 金 3,290

売 掛 金 21,157 未 払 費 用 7,456

前 払 費 用 608 未 払 消 費 税 1,272

預 り 金 1,246

未 払 法 人 税 等 984

未 払 事 業 所 税 164

固　定　資　産 6,644 382

有形固定資産 19 退 職 給 付 引 当 金 382

器 具 備 品 19 14,797

無形固定資産 155

ソ フ ト ウ エ ア 155 株　主　資　本 37,616

投資その他の資産 6,469 資　本　金 30,000

差 入 保 証 金 2,316 利益剰余金 7,616

長 期 前 払 費 用 143 利 益 準 備 金 7,500

繰 延 税 金 資 産 4,010 繰越利益剰余金 116

純　資　産　合　計 37,616

52,413 52,413

貸 借 対 照 表

資　産　合　計

流　動　負　債流　動　資　産

固　定　負　債

ＡＧＳシステムアドバイザリー株式会社

代表取締役社長　　藤倉　広幸

負債及び純資産合計

純　資　産　の　部

（2019年3月31日現在）

資産の部 負債の部

2019年6月19日

負　債　合　計

科　　目 科　　目
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産有形固定資産　・・・

（2）無形固定資産無形固定資産　・・・

2．引当金の計上基準

（1）退職給付引当金

3．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）消費税等の会計処理方法

4．表示方法の変更
（1）「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28
号　平成30年2月16日）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金
資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債
の区分に表示する方法に変更しております。

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

2019年6月19日

定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法によっております。

従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。
過去勤務費用は、発生時の事業年度に一括して費用処理しておりま
す。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した
金額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

定率法


